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研 究 ノ ー ト

「日本経済の成長は 20 世紀最大の

サクセス・ストーリだ」（アマ－ティ

ア・セン）。これに劣らず東アジア諸

国（NIES、ASEAN および中国）の

戦後マクロパフォーマンスは、世界平

均からみて極めて優れたものである。

日本を除く東アジア諸国の過去 30年

間の平均経済成長率は年率 8%以上で

あった。ロンドン・エコノミスト誌は、

これほど長期にわたる、かつ高い経済

成長率を維持した地域は、これまでの

世界の歴史になかったと指摘する。

東アジアの経済発展は市場メカニズ

ム（market-driven）によるものである

とみられてきた。それ故 1990年代後

半以降の世界的な第 2 次地域統合の

潮流に対し、東アジアは積極的な関心

を示さなかったが、2001 年以降、

国・地域単位で様々なる域内外 FTA

構想を相次いで発表している。しかし

東アジアの貿易構造からみて、同地域

に FTA形成の可能性があるのか。以

下、検討する。

高まる東アジアのプレゼンス

こうした優れた経済的パフォーマン

スを反映して、東アジアは全体として

次のように世界経済と世界貿易におい

て急速にプレゼンスを高めた（表 1）。

①世界 GDP に占めるシェアは 1970

年の 4.5%から 2001 年には 8.6%に

上昇した。②世界輸出でのシェアは

1970 年の 4.5% から 2001 年には

18.6%に、輸入でも 5.1%から 15.7%

へと、ともに大幅に高まった。③工業

化率の急速な上昇。これは総輸出に占

める製造品比率の高さに象徴される。

アジア（注 1）の輸出工業化率は 1970

年の 4 6 .8 % から、その後 8 5 年の
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53.4% を経て、90 年までに一挙に

77.5%となり、2000年には 86.1%に

達した。輸入の工業化率も 1970年の

63.5% から 2000 年には 78.3% にな

った。この貿易の工業化率を反映して、

世界の工業品輸出に占めるアジアのシ

ェアは 2.5% から 21.9% に、輸入シ

ェアも 7.3% から 22.2% へと、とも

に大きく上昇した。

輸出入の工業化率が急速に上昇する

過程で、工業品貿易の内部構成も大き

く変化している。工業品輸出に占める

機械比率は 2000 年までに 50 ％を超

えた。世界の機械輸出（自動車を除く）

に占める東アジアのシェアは 25.8%

で、EUの 36.0%に次ぎ米国（15.8%）、

日本（10.3%）を大きく上回る（2001

年）。さらに機械貿易において、集約

ASEAN NIES 中国年次項目 東アジア計 日本 米国 EU

GDP

1970 1.1 0.6 2.8 4.5 7.0 35.8 26.2
1980 1.8 1.3 2.9 6.0 10.0 26.5 32.5
1985 1.9 1.6 2.6 6.1 11.5 36.1 24.0
1990 1.5 2.1 1.7 5.3 13.3 25.9 29.9
1995 2.1 3.1 2.4 7.6 17.7 25.5 29.7
2000 1.8 3.0 3.4 8.2 14.8 31.6 26.8
2001 1.9 3.2 3.5 8.6 14.7 31.5 26.7

輸出

1970 2.0 1.6 0.8 4.4 6.4 14.2 39.8
1980 3.4 3.0 0.9 7.3 6.8 11.7 36.4
1985 3.6 4.5 1.5 9.6 9.4 11.7 35.6
1990 4.0 6.3 1.8 12.1 8.4 11.5 40.4
1995 5.9 8.0 2.9 16.8 8.7 11.5 40.5
2000 6.5 8.3 4.0 18.8 7.6 12.5 37.0
2001 6.4 7.7 4.5 18.6 6.7 12.2 38.7

輸入

1970 2.4 2.0 0.7 5.1 6.0 13.5 41.3
1980 3.2 3.4 1.0 7.6 7.1 12.8 39.4
1985 3.2 4.5 2.2 9.9 6.7 18.1 34.8
1990 4.5 6.0 1.5 12.0 6.7 14.7 40.9
1995 6.4 8.6 2.5 17.5 6.5 14.9 38.2
2000 5.8 7.4 3.4 16.6 5.5 18.8 36.4
2001 5.5 6.5 3.7 15.7 5.3 18.3 37.3

表 1 世界経済と世界貿易に占める東アジアのシェア
（単位：％）

（注）GDPで 2000 年および 2001 年値は推定。ASEANはシンガポールを含む
（資料）IMFCD-ROMより作成
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度（技術、資本）の高い財の比重が高

まっている。東アジア全体の機械輸出

（自動車を除く）に占める機械３業種

の割合をみると、電気が 1998 年の

55.1 ％から 2001 年には 56.4%に高

まり、一方一般が 37.2％から 36.4%

に、精密が 7.7％から 7.1%へと低下

した。世界の電気機械輸出に占める東

アジアのシェアは実に 3 分の１

（33.0%）で、日本（10.4%）や米国

（14.0%）はもとより EU（30.3%）を

も上回り、世界最大である。他の機械

での世界輸出に占める東アジアのシェ

アは、一般機械では EU（41.8%）に

次ぎ第 2 位（20.9%）、精密機械では

EU、米国に次ぎ第 3 位（27.0%）で

ある（いずれも 2001年）。

1990 年代以降の世界的な IT 化の

進行で、東アジアは IT関連財の世界

的な生産および輸出基地の地位を確立

した。技術パラダイムがアナログから

デジタルへと転換したが、それに最も

なじむのが、産業では電気機械であり、

主要国・地域では電気機械輸出で世界

の主要供給基地の地位を確立した東ア

ジアであった。東アジアの世界の IT

関連財輸出シェアは世界最大であると

ともに、1997 年の 33.6%から 2001

年には 36.3%へと一層高まった。機

械総輸出に占める（自動車を除く）

IT 関連財（注 2）の比率は 75.2% で、

米国（52.3%）と日本（52.9%）を大

きく凌駕する。特に電気機械の IT化

率は 82.4%と高い（日米はともに約

76%である）。

東アジアの FTA構想

東アジアにおいて様々なるレベルで

の FTA構想が進行している。東アジ

アは経済統合体としてみて、強靱なの

か。一般的に、地域単位で域外からの

ショック、例えば域外からの不況を吸

収する力の強さ、つまり地域単位の経

済的強靭性（economic resilience）は

域内貿易比率と対外依存度の大きさと

いう 2 つが基準となる。複数の国が

地域統合体を結成する時、域内貿易比

率は高いほど、対外依存度は低いほど、

その地域の経済的強靭性は強くなる。

この角度から地域単位として東アジア

の経済的強靭性を分析する。

既存や構想中の地域統合体を比較し

たのが表 2 である。先述 2 つの基準

およびこれまでの景気動向などから判

断して、最も頑健な地域統合体は、

NAFTAであり、次いで EUであると

いってよいであろう。中南米地域にお
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いて有力な地域統合体であるメルコス

ールの 2000年の域内貿易比率は輸出

20.9％、輸入 20.1％である。これは

東アジア地域において、唯一の地域統

合体である A S E A N が形成する

AFTAとほとんど同じ水準であるが、

メルコスールの場合、特に輸出は

1990 年の 8.9 ％から急上昇した（輸

入は 14.5％であった）。東アジアにお

いて唯一の地域統合体である ASEAN

が形成する AFTAは、2000年後半以

降の米国発 IT不況で直撃を受けたこ

とから極めて脆弱である。メルコスー

ルの貿易は大きく変動していない。域

内輸出比率が低く対外貿易依存度の高

い「ASEAN ＋中国」FTA は、脆弱

性を基本的に内在しているといえる。

これは「日本＋ ASEAN」FTA でも

同じである。その域内輸出入比率は

23.4％、28.6％であり、輸出入依存

度は 16.5％、13.5％である。日本を

含む「ASEAN+3（日本、中国および

韓国）」では、域内貿易比率は輸出

46.6%、輸入 55.7%と一挙に高まる。

一方、対外依存度では、輸出は

22.3%、輸入は 18.7% へと劇的に低

下する（2001年）。これに豪州と NZ

を含めた「東アジア共同体」では、域

内輸出比率は 58.0％、域内輸入比率

は 59.1%といずれも高まる。対外依

存度は輸出 19.2％、輸入 18.8％とな

り、特に前者が大きく低下する

（2000 年）。これは「ASEAN+3」に

さらに豪州と NZが参加すれば、対外

ASEAN
ASEAN

地域統合体
域内貿易比率 対外貿易依存度
輸出 輸入 輸出 輸入

AFTA 21.4 25.0 71.2 62.2
中国＋ 17.3 20.4 37.1 31.4
日本＋ 23.4 28.6 16.5 13.5
東アジア 46.6 55.7 22.3 18.7
東アジア＋オセアニア（＊） 58.0 59.1 19.2 18.8
EU（＊） 61.1 63.3 25.6 26.7
NAFTA 55.4 43.9 10.1 12.7

表 2 域内貿易比率と貿易依存度
（単位：％、2001年）

（注）①東アジアは日本、中国、NIES、ASEAN の合計、②オセアニアは豪州と NZ、③（＊）印は
2000 年

（資料）国際貿易投資研究所作成のトレード・マトリックスより作成（原データは各国統計、以下表 9
まで同じ）
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ショックに対して一層頑健になるとい

うことを含意している。

以上のように、東アジアにおいて構

想されている FTAでは数字上、日本

を含む東アジアが、最も頑健な経済統

合体であるようにみえる。だからこそ、

東アジアの経済統合は日本を含む

「ASEAN+3」FTAに収斂していこう

と容易に想定されるのである。一方、

日本が農業自由化問題で挫折し、日本

を除く東アジアで FTAを形成する可

能性もある。そこでこの 2 つのケー

スの統合体を想定して、先述の 2 つ

の基準からみて、それぞれの特性を検

討してみよう。

東アジアの域内貿易構造

まず表 3 で、日本を含む東アジア

の構造と変化をみると、次のような特

徴が挙げられよう。①域内輸出比率は

1991 年に 40%を超えた（92 年を除

く）が、その後変動を繰り返し、97

年に 48.9% とピークを画すものの、

50%を超えていない。EUと NAFTA

の域内輸出比率はともに 50%以上を

日本を含む 日本を除く
域内貿易比率 対外依存度 域内貿易比率 対外依存度年次
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

1980 33.9 34.8 17.3 19.1 22.1 22.2 22.8 23.7
1985 33.6 44.2 18.7 17.2 25.5 28.8 26.5 26.4
1990 39.5 47.3 17.7 16.9 31.8 34.7 34.6 34.9
1991 41.6 50.1 17.5 16.3 34.3 36.5 38.6 40.3
1992 37.7 46.6 17.6 16.0 36.1 37.9 38.3 39.9
1993 43.1 52.3 16.7 15.3 34.9 36.3 36.8 39.0
1994 45.6 54.3 17.8 16.4 36.9 38.3 41.3 43.1
1995 48.1 54.8 18.7 18.0 38.4 39.1 39.6 41.1
1996 48.9 53.7 19.6 19.6 38.6 39.4 39.6 42.1
1997 47.7 53.8 21.8 20.9 38.9 40.6 41.9 42.7
1998 44.5 57.6 23.1 19.4 40.0 48.4 46.2 40.8
1999 43.8 56.2 20.8 17.9 35.9 43.1 46.2 38.0
2000 46.6 56.7 23.0 20.8 37.3 43.0 48.4 45.8
2001 46.6 55.7 19.6 18.1 37.3

39.5
43.5
45.6

42.5 39.3
2002 48.3 58.0 － － － －

表 3 東アジアの域内貿易比率および対外依存度の推移
（単位：％）

（注）①域内貿易比率はマトリックスベース、②対外依存度は 1999 年以降推定
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達成している。②域内輸入比率は

1991年に 50%を超え（92年を除く）、

その後ほぼ上昇している。1980年に

比べ 2002 年には 58.0% と 2 倍近く

になっている。東アジアの比率は EU

（ 6 3 . 3 %）を下回るが、N A F T A

（43.9%）を上回る。③一貫して域内

輸出比率は域内輸入比率を下回ってい

る。これは域外向け輸出圧力が強いこ

とを意味する（後述）。④対外依存度

はともに大きな変動はないが、1990

年以降輸出依存度が輸入のそれを上回

るものの、ともにほぼ 20%前後に収

斂する傾向が観察される。

日本を除く東アジアについては、日

本を含む場合と比較すると、次のよう

な特徴を指摘しうる。①域内輸出入比

率はいずれも大きく下回る。域内輸出

比率は 1990 年に 30% を超えるもの

の、その後 40%を上回ったことはな

い（98年を除く）。日本を含めた場合

に比べ、域内輸出比率は 10ポイント

以上も低下する。一方、域内輸入比率

は 1997 年以降 40% を超え、かつほ

ぼ上昇傾向にある。しかし、日本を含

めた場合に比べて、10 ポイント以上

低下する。②一貫して域内輸出比率は

輸入のそれを下回っている。ここでも

域外輸出圧力がある。③対外依存度は

輸出入とも、日本を含めた場合に比べ

て一挙に高まる。いずれも世界平均は

もとより発展途上国の対外依存度を大

きく上回る。

東アジアを統合体とみて、日本を含

めた場合と除外した場合のいずれで

も、域内貿易比率は、例えば第 2 次

石油危機が発生して不況に見舞われた

1980年代前半の水準に比べて、大き

く上昇している。日本を除く東アジア

の対外依存度は輸出入とも上昇を続

け、若干のずれをみせるものの、

1990年代後半にピークを画し、その

後低下している。こうみると、日本を

含めた場合と除外した場合のいずれで

も、東アジアは地域統合体として、地

域的に頑健性を強めたようにみえる。

日本と東アジアの GDPの合計シェア

は世界 GDP の 23.3 ％であり、これ

は NAFTAの 32.2％と EUの 26.7％

に肉薄する。世界貿易では、輸出で

25.3 ％、輸入で 21.0 ％となった。

E U の世界輸出入シェアである

38.7％、37.3％を大幅に下回るもの

の、NAFTAの 19.2％、24.3％を上

回る（いずれも 2001年）。

しかし東アジア（日本を除く）は

1997年に発生したアジア通貨危機で

大打撃を受けた。その後 99年に東ア
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ジアは V 字型景気回復を果たした。

しかし 2000年後半から景気減速を余

儀なくされた。東アジアに大打撃を与

え、また急速な景気回復の契機となっ

たのは、いずれも世界の IT化の最先

頭に位置する米国に向けた輸出、とり

わけ IT関連財輸出である。東アジア

が V 字型景気回復を果たした期間、

「喪われた 10 年」を現在も更新中で

ある日本は輸入を増加させ、東アジア

諸国の輸出を拡大させることができな

かった。世界第 2 位の経済大国日本

は東アジアに対し、景気面では何ら貢

献していない。それどころか、東アジ

アが米国向け輸出を拡大させていた時

期に輸入も増加させ、これにより日本

は同地域向けに輸出を拡大させること

ができ、景気の下支えをしてもらった。

東アジアは域外からの景気に左右さ

れる度合いを弱めるどころか、強めて

しまった。一体東アジアの域内貿易構

造はどのようになっているのか。

財別域内貿易構造

再び域内貿易の構造を分析する。た

だし財別である。これは財別で域内貿

易比率が大きく異なるからである。ま

ず日本を除いた東アジアの域内貿易構

造を財別でみよう。表 4 はそれをみ

たもので、これから次のような特徴を

指摘できる。①域内貿易で輸入比率が

輸出のそれよりも高いということは財

別でもみられ（2001年の精密輸出を

除く）、しかも平均を上回る。② I T

関連財のうちで約 3 分の 2（61.9%）

を占める IT 関連電機や IT 関連部品

の輸出比率はいずれも平均を大きく上

回る。しかし③ IT関連財の完成品の

域内輸出比率は 25.3%と極めて低い

（2001年）。

この IT関連財に関して、部品の域

内輸入比率が高く、一方、完成品の域

財別 年次 輸出 輸入
機械
（除く自動車）

1998

2001 41.4
41.7

36.5
48.6
46.6

41.7

電気 1998
2001 45.8

29.8
54.1
36.7一般 1998

2001 35.3
31.4

43.8
30.8精密 1998

2001 36.3 32.7

IT財 1997 38.8 48.1
2001 43.3 56.5

完成品 1997 32.6 50.1
2001 25.3 48.3

部品 1997 43.4 47.1
2001 53.8 59.3

（注）日本を含まない

表 4 東アジアの財別域内貿易比率
（単位：％）
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内輸出が低いという構造は、1997年

に比べ 2001年には一段と強まってい

る。東アジア域内貿易において、IT

関連財部品比率が高いのは、部品産業

が未成熟で、各国レベルでそれぞれ多

分に特定部品しか生産できず、域内で

相互に供給し調達するという構造を反

映したものである。これこそが国際分

業の実態であるが、東アジアの部品産

業が未成熟であり、さらに米国多国籍

企業の生産基地であることからして、

IT 関連財が最終需要財としての比重

を高めるにつれて、東アジアは部品の

相互供給を一層強めることになろう。

事実、東アジアに比べてはるかに長い

工業化の歴史を有する EUの IT関連

財の部品比率は輸出入とも低い。これ

は国内での部品調達比率が比較的高い

からである。東アジアは IT関連財の

うちの完成品を域外、とりわけ IT化

の最先頭にいる米国に依存することに

なる。米国向け IT関連財輸出シェア

は 21.9% と一国ベースでは最大で、

完成品（31.1%）でも部品（16.5%）

でも同じである。日本を含む東アジア

に至ると、対米輸出シェアは IT合計

で 2 3 . 3 %、完成品 3 3 . 2 %、部品

17.1% と一層高まる。一方、米国も

IT関連財輸入における東アジア（日本

を含む）への依存度を高めている。米

国の IT関連財輸入に占める東アジア

のシェアは合計で 5 7 . 6 %、完成品

55.9%、部品では 59.9%と一層高まり、

いずれも 50％を超えている（いずれ

も 2001年）。

上記のような東アジアと米国間の IT

関連財貿易構造こそが、東アジアの見

かけ上の平均的な域内貿易比率の高さ

や上昇にもかかわらず、同地域全体の

経済的強靭性を弱めているのである。

東アジアにおける日本のプレゼ

ンス

日本は世界第 2 位の経済大国の地

位にあるにもかかわらず、特に

ASEANをはじめ 1997年以降に経済

的苦境に陥った東アジアに対し、貿易

面から何ら貢献ができなかった。どの

ような構造変化が生じているのであろ

うか。これを日本を含めた東アジア域

内貿易における日本の輸出入シェアの

推移からみてみよう。表 5 にみるよ

うに日本を含む東アジア域内貿易にお

いて、日本の輸出入シェアはいずれも

低下している。これはどのような構造

変化を含意しているのであろうか。こ

れを分析する前に、日本を含む東アジ
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ア域内貿易における日本の輸出入シェ

アとは何であるのか、表 6で示す。

表 6 の記号によれば、日本の域内

貿易での輸出シェアは②で、1980年

の 35.7%から 2002年には 22.2%と、

3分の 1以上も低下している。日本の

東アジア向け輸出は東アジアの日本か

らの輸入である。域内貿易で日本の輸

出シェアが低下しているということ

は、東アジアの域内調達先としての日

本の比重が低下しているということで

ある。日本の域内貿易での輸入シェア

は③で、1980 年の 30.3%から 2002

年には 17.1%と、半分近くまで低下

している。日本の東アジアからの輸入

は東アジアの日本向け輸出ある。域内

貿易で日本の輸入シェアが低下してい

るということは、東アジアの域内輸出

先としての日本の比重が低下している

ということである。つまり、日本は東

アジア域内貿易において輸出入ともプ

レゼンスを低下させているということ

である。こうした構造変化を反映して、

輸出国 /輸出先 日本 東アジア 計 米国 世界
日本 a A A1 X1
東アジア b c B B 1 X2
計 C D E F 1 X3
米国 C1 D1 E1 X4
世界 M1 M2 M3 M4 W

－

－

輸出 輸入
1980 35.7 30.3
1985 34.9 26.0
1990 30.6 21.8
1991 30.6 19.8
1992 25.9 15.2
1993 31.6 17.9
1994 30.4 17.5
1995 29.5 17.8
1996 27.3 18.5
1997 25.9 17.2
1998 23.4 17.5
1999 23.9 17.7
2000 24.6 18.5
2001 22.3 19.3
2002 22.2 17.1

表 5 東アジア域内貿易（日本を含む）
における日本のシェア

（単位：％）

表 6 東アジア域内貿易の構造

（注）①域内貿易額＝（a+b+c）＝ E
②日本の輸出シェア＝ a/(a+b+c)
③日本の輸入シェア＝ b/(a+b+c)
④東アジアのシェア＝ c/(a+b+c)＝ 1 －(a+b)/(a+b+c)
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東アジア総輸出に占める日本の比重

（＝ｂ/X2）は低下傾向にある。1970

年代後半に約 20%を占めていた日本

向け輸出シェアは、1990年代半ば以

降約 12%とおよそ半分にまで低下し

ている。

東アジアにとっての日本のプレゼン

スの低下は、景気浮揚という観点からは、

日本が東アジアに寄与できないという

構造を強めているということである。東

アジアの景気変動を吸収する構造はど

のようになっているのであろうか。

東アジア域内貿易（日本を除く）比

率は、表 1でみたように、1990年以

降 30%に高まったものの、その後 37

～ 38% で推移し、高まっていない。

一国ベースで東アジア最大の輸出先で

ある米国向け輸出シェア（＝ B1/X2）

は 1985 年の 27.3% よりやや低下す

るものの、その後一貫して 20%前後

を維持している。これは日本向け輸出

シェアのほぼ 2 倍である。ここでも

東アジアは輸出先として米国に依存し

ており、米国の景気動向に左右される

構造に変化のないことが確認される。

日本を含む東アジアの IT関連財輸出

の最大輸出先は米国で、実に 25.0%

にも達し、日本向けの 8.2%を大きく

上回る。

東アジアの日本向け輸出シェアは米

国向けの半分であるが、輸入では逆転

する。2001年日本のシェアは 16.7%

であるのに対し、米国のそれは

12.5% である。これは日本から生産

に必要な資材を輸入して、それを加工

するという従来からの構造を反映した

ものである。しかし、日本からの輸入

シェアは 1970年（25.7%）から低下

の一途をたどっているのに対し、米国

のシェアは 1990 年代半ば以降 12 ～

13 ％と安定的に推移している。また

東アジアの IT関連財輸入で、米国の

シェアは 1 5 . 1 % であり、日本の

16.6%とほとんど同じである。

こうした東アジアが有する構造と変

化の含意は次のようなものである。東

アジアの域内貿易比率が上昇している

にもかかわらず、日本を含めて東アジ

アで地域統合体を形成しても、頑健性

という観点からみた場合、いずれにし

ても脆弱である。それは特に IT関連

財輸出を通じて、米国と ASEAN を

中心とする東アジアの両者が密接な相

互依存関係を形成し、域外の景気動向

を強く受ける体質を強めてしまったか

らである。さらに世界第 2位の経済大

国である日本が東アジアに対し、何ら

効果的な手を打てない状況が続いてい
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る。それどころか、東アジアにおいて

日本がマージナル化していく構造変化

が進行している。次にこれをみよう。

域内貿易における主要国・グル

ープの構成変化

世界経済と世界貿易において、東ア

ジアのプレゼンスが高まった。この過

程で世界貿易において、同地域の主要

国・グループ間の輸出入シェアの変化

がみられる（表 1）。

第 1は日本のプレゼンスが相対的に

低下したことである。また日本の輸出

入シェアは NIESはもとより ASEAN

にも凌駕された（除く輸出）。第 2は

東アジアを NIES、ASEANおよび中

国という 3 つのグループに分離して

それぞれのパフォーマンスをみると、

3者間の世界経済と世界貿易における

相対的変化が進行している。①世界の

GDPにおいて、NIESと中国のシェア

は上昇傾向にあるが、A S E A N は

1995年をピークにその後低下してい

る（日本もほぼ同じ軌跡をみせる）。

中国の GDPシェアは ASEANおよび

NIESのそれを凌駕した。②輸出シェ

アでは、中国は上昇を続けているが、

ASEANと NIESは 2000 年をピーク

に低下している（日本は 1995年をピ

ークに低下している）。輸入シェアで

も全く同じ傾向がみられる。

国
グループ

年次
日本を含まず 日本を含む

輸出 輸入 輸出 輸入

ASEAN
1990 49.1 24.6 34.2 23.7
2002 33.6 30.6 26.4 25.4

NIES
1990 31.7 61.3 25.0 47.3
2002 35.2 41.4 32.3 35.4

中国
1990 19.3 14.0 13.2 9.4
2002 21.2 28.0 19.1 22.1

計
1990 100 100 72.4 80.4
2002 100 100 77.8 82.9

日本
1990 27.6 19.6
2002 22.3 17.1

計
1990 100 100
2002 100 100

－ －
－
－
－

－
－
－

表 7 東アジア域内貿易のグループ別構成変化
（単位：％）
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上記の構造変化で共通しているのは

中国の地位の上昇である。これは東ア

ジア域内貿易にも反映している。日本

を含む場合と除外する場合でみたのが

表 7である（これは表 5の 1990年と

2001年に対応する）。これより次のよ

うな特徴と変化がみられる。まず日本

を含まない場合。①輸出では NIESの

比率が急速に高まっている。②輸入で

は ASEAN と中国のシェアが高まっ

ている。特に中国のシェアが急増して

いる。こうした変化は日本を含む場合

でも基本的には変わらないが、次の違

いがみられる。③中国・ N I E S ・

ASEANの合計シェアは輸入ではほと

んど変わらないが、輸出では 1990年

の 72.4%から 2002年には 77.8%に

上昇している。④中国の域内比率は輸

出入とも上昇している。⑤ ASEAN

のシェアは輸出では低下するものの、

輸入では上昇している。⑥日本のシェ

アは輸出では低下しているのに対し、

輸入は変わっていない。

以上のように日本を含む東アジア域

内貿易における主要国・グループ間で

輸出入シェアが変化する中で、日本の

プレゼンスの低下（特に輸出）および

中国のそれの上昇という対称的な動き

が進行しており、これは基本的には中

国の歴史的経済的高揚を反映したもの

である。中国は現在、世界の生産基地

になると同時に世界の大消費市場とな

りつつある。これに伴い中国が域内の

「磁場」の役割を果すようになる。

ASEANにとって日本は米国に次ぐ主

要輸出先であったが、2002年第 2四

半期以降中国に抜かれた。2002年以

降台湾の最大の輸出先は米国から中国

となった。中国と ASEAN 間貿易も

急速に拡大している。

ASEANの貿易構造の変化として次

のような特徴と変化を指摘できる（表

8）。①域内貿易比率は低下傾向にあ

る。②一国ベースでみて最大の取引相

手国は、輸出で米国、輸入で日本であ

るが、いずれも低下傾向にある。③中

国との貿易比率は輸出入とも一桁台で

あるが、いずれも急速に上昇している。

④中国も ASEAN とほぼ同様な変化

をみせている（表 9）。⑤中国の対

ASEAN貿易の相対シェアは ASEAN

の対中のそれよりも大きい。相互のシ

ェアの上昇は、ASEANのテンポの方

が速い。だからこそ中国は ASEAN

に FTA締結を提案し、ASEANも受

け入れたのであろう。

中国は東アジア域内で急速に「磁場」

の役割を果たすようになっているだけ
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域内貿易
年次

日本中国 米国 東アジア
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

1980 16.7 17.0 1.0 1.8 26.8 20.0 16.9 14.0 24.6 26.4
1985 17.8 20.7 1.4 4.8 23.9 19.1 20.3 13.7 27.6 34.5
1990 18.1 17.7 1.9 2.7 18.4 23.1 20.1 13.2 30.6 32.8
1991 18.9 19.0 2.0 2.6 17.6 23.7 18.8 13.0 32.2 34.2
1992 17.7 17.0 2.4 2.4 16.5 23.3 20.5 13.5 48.0 32.9
1993 19.6 19.6 2.4 2.3 15.0 24.0 20.5 13.5 33.8 34.4
1994 22.0 22.3 2.6 2.5 13.8 24.1 20.3 12.6 36.9 37.4
1995 23.0 22.0 2.7 2.8 13.9 23.7 19.3 12.1 38.4 37.7
1996 23.3 22.6 2.9 2.6 14.2 21.2 18.6 12.5 39.4 38.3
1997 22.0 22.1 3.0 3.2 13.0 20.0 19.3 14.0 38.8 38.5
1998 19.9 25.1 3.3 3.7 11.4 17.9 21.4 15.5 35.6 42.0
1999 20.5 24.9 3.1 3.8 12.2 18.7 20.5 14.1 37.2 42.3
2000 22.3 25.8 3.6 4.3 13.2 18.9 19.4 13.3 39.9 43.1
2001 21.4 25.0 4.1 5.1 13.5 16.8 18.3 13.9 39.5 42.1
2002 22.1 25.8 5.2 6.3 12.3 16.3 17.6 12.7 42.0 44.5

ASEAN 米国 東アジア
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

1980 6.6 3.7 22.2 27.0 5.4 19.8 30.6 10.3
1985 10.3 2.4 22.3 33.0 8.5 10.1 25.6 23.0
1990 6.1 5.3 14.6 12.5 8.5 9.8 50.0 46.7
1991 5.7 5.1 14.3 13.9 8.6 10.1 53.4 49.9
1992 4.9 4.9 13.6 14.4 10.0 9.0 64.8 50.8
1993 5.1 4.5 17.2 15.7 18.5 7.9 33.9 48.8
1994 5.3 5.4 17.8 15.5 17.7 7.7 37.2 51.8
1995 6.0 5.7 19.1 15.0 16.6 8.0 36.8 51.8
1996 5.8 6.1 20.4 13.9 17.7 7.6 34.6 53.2
1997 6.0 6.0 17.4 12.7 17.9 7.5 37.1 52.7
1998 5.1 6.8 16.2 13.1 20.7 9.2 31.7 53.8
1999 7.8 6.1 12.9 17.9 23.7 11.2 32.6 48.0
2000 8.2 6.7 12.4 18.3 22.3 9.7 34.1 51.9
2001 8.3 6.8 12.9 16.4 21.2 11.0 34.6 50.9
2002 6.3 7.4 14.9 14.9 21.5 8.2 31.0 49.4

日本年次

表 8 ASEANの貿易構成
（単位：％）

（注）ASEANはシンガポールを含む 5カ国。東アジアは日本を除く。次表も同じ

表 9 中国の貿易構成
（単位：％）
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ではない。東アジア諸国のうち、一国

ベースで、2002 年に 52 年ぶりに、

米国の東アジアからの輸入先として中

国が日本を抜き第 1 位に、同時に東

アジアのうち米国向け輸出国としても

第 1 位となった。これは中国が

ASEANに代わり米国の景気変動の影

響を受けることになる可能性を強める

ことになる。

東アジアが目指す方向

東アジア地域は「地域化」（region-

alization）を達成して、それを踏まえ

て様々なるレベルの FTA締結の動き

に象徴されるように「地域主義」

（regionalism。ある一定の条約や規則

のもと、特定地域における諸国の経済

的相互依存関係の強化を目指す国家的

行動）に転換したようにみえる。しか

し東アジアはこれまで明らかにしたよ

うに、貿易でも国際資金フローの構造

でも、地域的に完結した構造になって

いない。むしろ東アジアは世界的な

IT 化に乗り、世界の生産と輸出の基

地となったゆえ、域外からのショック

を一層強く受けるという構造的脆弱性

を内包させてしまった。日本を含む東

アジアは域内貿易比率を高め、「地域

化」を強めつつあるものの、最大の輸

出先である米国経済の変動に対抗する

インフラストラクチャーを有していな

い。東アジアは「地域的な自由貿易が

内向きとなりにくい構造になってい

る」（注 3）ということである。また東

アジア統合の動因は、EUや NAFTA

のような制度的枠組みではない「内部

における貿易と投資の高まりであり、

市場原理にもとづくものである。また

他のいかなる地域にも増して、アジア

は開放的なリージョナリズムを実践し

ている」（注 4）。

東アジアはその構造的脆弱性を「地

域主義」に潜む排他主義や保護主義を

除去するために活用すべきである。つ

まり東アジアは自らに内包する構造的

脆弱性を世界が保護主義に走らないよ

うにするためのテコとすべきであると

いうことである。そのためにはまず、

どのような FTAを締結しても、東ア

ジアは可能な限り障壁を低くするのみ

ならず、撤廃すべきである。第 2は、

NAFTAおよび EUと積極的に経済的

交流（貿易、投資、技術）を図り、経

済的紐帯を太くかつ強化すること（注

5）。これには 2つある。第 1は APEC

の再活性化と再活用である。日本の抵

抗により農産物自由化を目指した「早
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期自主的分野別自由化」の失敗により、

APEC賢人会議議長を勤めたバーグス

テン氏に「APECは死んだ」と言わし

めたが、APECは現在も存続しており、

その役割は NAFTA と ASEAN の架

橋となることであろう（ a bridge

between NAFTA and ASEAN）（注 6）。

EUとは 1996年 3月に ASEMを発足

させたが、アジア通貨危機後 EU側は

ASEMに冷淡になり、ASEANとの関

係強化に意欲を失ったようにみえる
（注 7）。ASEMにとって最も重要なこ

とは相互の“ignorance gap”を解消す

ることである（注 8）。

リージョナリズムは新たな世界経済

秩序を支配する原理・原則とはなり得

ない。WTO 前事務局長 M ・ムーア

氏は、2国間などで締結が相次いでい

る FTAについて「長期的には（欧米

やアジアに）敵対しあういくつかの経

済ブロックが出現する可能性がある」

と強い懸念を表明した（注 9）。世界経

済のブロック化に向かうという懸念

は、域内外に多数の FTA締結をめざ

しているシンガポールとは同じである

が、手法は全く異なる。多国間交渉は

時間がかかるからといって、その代替

策として FTAを族生させてはならな

い（注 10）。「ASEAN+3」FTAは 2010

年までに創設される可能性が強いが、

その時点で障壁はかなり低くなってお

り、東アジアの構造からみて、様々な

分野で世界経済に深く統合され、むし

ろ世界経済のグロ－バルに向けた一大

センターになっている可能性が大きい。

（注 1）この「アジア」は「東アジア」に南
西アジアを含む。

（注 2）「IT財」の定義は JETRO『世界と日
本の貿易 2001』（9ページ）。

（注 3）ロバート・ホーマツ「地域経済圏の
登場と新世界経済秩序」『中央公論』
1994年 4月号、365ページ（Foreign

Affairs Jan.-April 1994の翻訳）。
（注 4）同上、366ページ。
（注 5）The Wobbly Triangle: Europe Asia and

US after Asian Crisis, After the Asian

Crisis /ISPI 1999, Chapter 9.

（注 6）May T. Yeung, Nicholas Perdikis,

William A. Kerr, Regional Trading

Blocs in the Global Economy, the EU

and ASEAN, Edward Elgar 1999, p.14.

（注 7）ibid., p.7.

（注 8）ibid., pp.128-129.

（注 9）日本経済新聞 2002 年 11 月 26 日付
朝刊。

（注 10）佐藤隆三・小川春男訳『危機に立つ
世界貿易体制』勁草書房、1993年。




